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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

本日付で有価証券報告書を提出致しましたので、平成24年10月15日に届出済みの有価証券届出書（以下

「原届出書」といいます。）の関係情報を更新するため、また、記載事項の一部に訂正事項がありますの

でこれを訂正するため、提出するものです。

 

Ⅱ【訂正の内容】

 

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部＿は訂正部分を示し、＜更新後＞の記載事項は原届

出書の更新後の内容を示します。また、＜追加＞の記載事項は原届出書に追加されます。

 

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

＜訂正前＞
（略）
当ファンドは、社団法人投資信託協会が定める商品の分類方法において、以下の商品分類および属性

区分に該当します。
（略）
商品分類の定義
（略）
独立区分 ＭＭＦ（マネー・マ

ネージメント・ファン
ド）

社団法人投資信託協会が定める「ＭＭＦ等の運営に関する規
則」に規定するＭＭＦをいいます。

ＭＲＦ（マネー・リ
ザーブ・ファンド）

社団法人投資信託協会が定める「ＭＭＦ等の運営に関する規
則」に規定するＭＲＦをいいます。

ＥＴＦ （略）
（略）
※上記定義は社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」を基に委託会社が作成したものです。

 
属性区分の定義
（略）
投資形態 ファミリーファンド （略）

ファンド・オブ・
ファンズ

社団法人投資信託協会が定める「投資信託等の運用に関する規
則」第２条に規定するファンド・オブ・ファンズをいいます。

（略）
※上記定義は社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」を基に委託会社が作成したものです。

（略）
＜訂正後＞

（略）
当ファンドは、一般社団法人投資信託協会が定める商品の分類方法において、以下の商品分類および

属性区分に該当します。
（略）
商品分類の定義
（略）
独立区分 ＭＭＦ（マネー・マ

ネージメント・ファン
ド）

一般社団法人投資信託協会が定める「ＭＭＦ等の運営に関する
規則」に規定するＭＭＦをいいます。

ＭＲＦ（マネー・リ
ザーブ・ファンド）

一般社団法人投資信託協会が定める「ＭＭＦ等の運営に関する
規則」に規定するＭＲＦをいいます。

ＥＴＦ （略）
（略）
※上記定義は一般社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」を基に委託会社が作成したもので

す。
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属性区分の定義
（略）
投資形態 ファミリーファンド （略）

ファンド・オブ・
ファンズ

一般社団法人投資信託協会が定める「投資信託等の運用に関す
る規則」第２条に規定するファンド・オブ・ファンズをいいま
す。

（略）
※上記定義は一般社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」を基に委託会社が作成したもので

す。

（略）
 
（３）【ファンドの仕組み】

③委託会社の概況

＜訂正前＞

・資本金

2,000百万円（平成24年７月末現在）

（略）

・大株主の状況（平成24年７月末現在）

（略）

＜訂正後＞

・資本金

2,000百万円（平成25年１月末現在）

（略）

・大株主の状況（平成25年１月末現在）

（略）

 

２【投資方針】

（３）【運用体制】

＜訂正前＞

（略）

ファンドの運用体制等は平成24年10月16日現在のものであり、今後変更される可能性があります。

＜訂正後＞

（略）

ファンドの運用体制等は平成25年４月16日現在のものであり、今後変更される可能性があります。

 

４【手数料等及び税金】
（３）【信託報酬等】
＜訂正前＞

（略）

①ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年0.525％
※
以内（税抜 年0.5％以

内）の率（平成24年10月16日現在：年0.525％
※
（税抜 年0.5％））を乗じて得た額

（略）

＜訂正後＞

（略）

①ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年0.525％
※
以内（税抜 年0.5％以

内）の率（平成25年４月16日現在：年0.525％
※
（税抜 年0.5％））を乗じて得た額

（略）

 
（４）【その他の手数料等】
＜訂正前＞

（略）
④受益権の上場に係る費用（平成24年10月16日現在：追加上場料（追加上場時の増加額（毎年末の
純資産総額について、新規上場時および新規上場した年から前年までの各年末の純資産総額のう
ち最大のものからの増加額）に対して0.007875％（税抜0.0075％））、年間上場料（毎年末の純
資産総額に対して最大0.007875％（税抜0.0075％）））は、毎計算期末または信託終了のとき信
託財産から支払うことができるものとします。
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⑤対象指数についての商標（これに類する商標を含みます。）の使用料（平成24年10月16日現在：
信託財産の純資産総額に年0.08125％（上限）を乗じて得た額）は、毎計算期末または信託終了の
とき信託財産から支払うことができるものとします。
（略）

＜訂正後＞

（略）
④受益権の上場に係る費用（平成25年４月16日現在：追加上場料（追加上場時の増加額（毎年末の
純資産総額について、新規上場時および新規上場した年から前年までの各年末の純資産総額のう
ち最大のものからの増加額）に対して0.007875％（税抜0.0075％））、年間上場料（毎年末の純
資産総額に対して最大0.007875％（税抜0.0075％）））は、毎計算期末または信託終了のとき信
託財産から支払うことができるものとします。
⑤対象指数についての商標（これに類する商標を含みます。）の使用料（平成25年４月16日現在：
信託財産の純資産総額に年0.08125％（上限）を乗じて得た額）は、毎計算期末または信託終了の
とき信託財産から支払うことができるものとします。
（略）

 

（５）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞
（略）
①個人の受益者に対する課税
１．受益権の売却時

（略）

10％（所得税７％および地方税３％）の税率
※
による申告分離課税が適用されます。

特定口座（源泉徴収選択口座）を利用する場合、10％（所得税７％および地方税３％）の税

率
※
で源泉徴収され、原則として、申告は不要です。

２．収益分配金の受取り時
（略）

原則として、10％（所得税７％および地方税３％）の税率
※
で源泉徴収（申告不要）されま

す。
なお、確定申告を行い、総合課税（配当控除の適用があります。）・申告分離課税を選択する
こともできます。申告分離課税を選択した場合、10％（所得税７％および地方税３％）の税率
※
となります。

（略）
※平成24年12月31日までの税率です。平成25年12月31日までは軽減税率が適用されます。なお、復
興特別所得税が付加されることにより、平成25年１月１日以降は10.147％（所得税７％、復興特
別所得税0.147％、地方税３％）、軽減税率の適用終了後の平成26年１月１日以降は20.315％
（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％）の税率となる予定です。

②法人の受益者に対する課税
（略）
２．収益分配金の受取り時

７％（所得税７％）の税率
※
で源泉徴収されます。地方税の源泉徴収はありません。なお、当

ファンドは、原則として、益金不算入制度の適用が可能です。益金不算入の取扱いは、株式の配
当金と同様となります。

（略）
※平成24年12月31日までの税率です。平成25年12月31日までは軽減税率が適用されます。なお、復
興特別所得税が付加されることにより、平成25年１月１日以降は7.147％（所得税７％、復興特
別所得税0.147％）、軽減税率の適用終了後の平成26年１月１日以降は15.315％（所得税15％、
復興特別所得税0.315％）の税率となる予定です。

 
※上記は平成24年７月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、上記の内容が変更にな
ることがあります。

（略）
＜訂正後＞
①個人の受益者に対する課税
１．受益権の売却時

（略）

10.147％（所得税７％、復興特別所得税0.147％、地方税３％）の税率
※
による申告分離課税が

適用されます。

特定口座（源泉徴収選択口座）を利用する場合、10.147％（所得税７％、復興特別所得税
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0.147％、地方税３％）の税率
※
で源泉徴収され、原則として、申告は不要です。

２．収益分配金の受取り時
（略）

原則として、10.147％（所得税７％、復興特別所得税0.147％、地方税３％）の税率
※
で源泉徴

収（申告不要）されます。
なお、確定申告を行い、総合課税（配当控除の適用があります。）・申告分離課税を選択する
こともできます。

（略）
※平成26年１月１日以降の税率は、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％）
となる予定です。

②法人の受益者に対する課税
（略）
２．収益分配金の受取り時

7.147％（所得税７％、復興特別所得税0.147％）の税率
※
で源泉徴収されます。地方税の源泉

徴収はありません。なお、当ファンドは、原則として、益金不算入制度の適用が可能です。益金
不算入の取扱いは、株式の配当金と同様となります。

（略）
※平成26年１月１日以降の税率は、15.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％）となる予定
です。

 
※上記は平成25年１月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、上記の内容が変更にな
ることがあります。

（略）
 

EDINET提出書類

三菱ＵＦＪ投信株式会社(E11518)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 5/33



５【運用状況】

＜更新後＞

（１）【投資状況】
   平成25年1月31日現在
   （単位：円）

 資産の種類 国／地域名 時価合計 投資比率(％)

株式 日本 4,773,319,85099.45

 
コール・ローン、その他資産

（負債控除後）
― 26,290,131 0.55

 純資産総額  4,799,609,981100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。
 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】
ａ評価額上位３０銘柄
      平成25年1月31日現在

国／
地域

    上段：帳簿価額 利率（％） 投資
銘　柄 種類 業種 株式数 下段：評 価 額 償還期限 比率

    単価（円） 金額（円） (年/月/日)(％)

日本 三菱地所 株式 不動産業 248,000
2,069.00
2,214.00

513,112,000
549,072,000

―
― 11.44

日本
三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ 株式 銀行業 961,700

469.00
521.00

451,037,300
501,045,700

―
― 10.44

日本 東京海上ホールディングス 株式 保険業 178,900
2,553.00
2,703.00

456,731,700
483,566,700

―
― 10.08

日本 三菱商事 株式 卸売業 241,300
1,735.00
1,928.00

418,655,500
465,226,400

―
― 9.69

日本 三菱重工業 株式 機械 930,000
478.00
489.00

444,540,000
454,770,000

―
― 9.48

日本 三菱電機 株式 電気機器 558,000
747.00
757.00

416,826,000
422,406,000

―
― 8.80

日本 ＪＸホールディングス 株式
石油・
石炭製品 687,900

504.00
540.00

346,701,600
371,466,000

―
― 7.74

日本 キリンホールディングス 株式 食料品 266,000
1,032.00
1,141.00

274,512,000
303,506,000

―
― 6.32

日本 ニコン 株式 精密機器 105,000
2,538.00
2,611.00

266,490,000
274,155,000

―
― 5.71

日本 旭硝子 株式
ガラス・
土石製品 327,000

603.00
606.00

197,181,000
198,162,000

―
― 4.13

日本 三菱ケミカルホールディングス 株式 化学 415,000
426.00
424.00

176,790,000
175,960,000

―
― 3.67

日本 三菱自動車工業 株式 輸送用機器 1,148,000
92.00
95.00

105,616,000
109,060,000

―
― 2.27

日本 三菱マテリアル 株式 非鉄金属 362,000
289.00
293.00

104,618,000
106,066,000

―
― 2.21

日本 日本郵船 株式 海運業 469,000
214.00
219.00

100,366,000
102,711,000

―
― 2.14

日本 三菱瓦斯化学 株式 化学 124,000
519.00
611.00

64,356,000
75,764,000

―
― 1.58

日本 三菱ＵＦＪリース 株式 その他金融業 16,050
3,885.00
4,155.00

62,354,250
66,687,750

―
― 1.39

日本 三菱倉庫 株式
倉庫・運輸
関連業 46,000

1,284.00
1,372.00

59,064,000
63,112,000

―
― 1.31

日本 三菱食品 株式 卸売業 6,100
2,324.00
2,635.00

14,176,400
16,073,500

―
― 0.33

日本 三菱製紙 株式 パルプ・紙 94,000
89.00
90.00

8,366,000
8,460,000

―
― 0.18

日本 三菱製鋼 株式 鉄鋼 40,000
171.00
179.00

6,840,000
7,160,000

―
― 0.15

日本 三菱総合研究所 株式 情報・通信業 3,400
1,856.00
1,889.00

6,310,400
6,422,600

―
― 0.13

日本 大日本塗料 株式 化学 41,000
154.00
152.00

6,314,000
6,232,000

―
― 0.13

日本 ピーエス三菱 株式 建設業 5,400
606.00
578.00

3,272,400
3,121,200

―
― 0.07

日本 三菱化工機 株式 機械 18,000
160.00
173.00

2,880,000
3,114,000

―
― 0.06

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。
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ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率
  平成25年1月31日現在

種類／業種別 投資比率(％)

株式 建設業 0.07

 食料品 6.32

 パルプ・紙 0.18

 化学 5.37

 石油・石炭製品 7.74

 ガラス・土石製品 4.13

 鉄鋼 0.15

 非鉄金属 2.21

 機械 9.54

 電気機器 8.80

 輸送用機器 2.27

 精密機器 5.71

 海運業 2.14

 倉庫・運輸関連業 1.31

 情報・通信業 0.13

 卸売業 10.03

 銀行業 10.44

 保険業 10.08

 その他金融業 1.39

 不動産業 11.44

合　計  99.45

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。

 

②【投資不動産物件】
該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】
該当事項はありません。

 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

下記計算期間末日および平成25年1月末日、同日前１年以内における各月末の純資産の推移

は次の通りです。
    （単位：円）

 純資産総額
基準価額

(１口当たりの純資産価額)

東京証券取引所
取引価格

第1計算期間末日
（平成22年 1月16日）

3,286,536,445
3,275,742,205

（分配付）
（分配落）

109.61
109.25

（分配付）
（分配落）

108

第2計算期間末日
（平成22年 7月16日）

49,900,246,885
49,614,432,607

（分配付）
（分配落）

94.28
93.74

（分配付）
（分配落）

93

第3計算期間末日
（平成23年 1月16日）

106,887,644,019
106,143,460,205

（分配付）
（分配落）

110.60
109.83

（分配付）
（分配落）

109

第4計算期間末日
（平成23年 7月16日）

26,416,426,173
25,892,261,188

（分配付）
（分配落）

104.83
102.75

（分配付）
（分配落）

102

第5計算期間末日
（平成24年 1月16日）

3,561,657,717
3,525,465,300

（分配付）
（分配落）

81.68
80.85

（分配付）
（分配落）

81

第6計算期間末日
（平成24年 7月16日）

3,584,361,892
3,550,349,741

（分配付）
（分配落）

82.20
81.42

（分配付）
（分配落）

81

第7計算期間末日
（平成25年 1月16日）

4,566,844,358
4,534,576,420

（分配付）
（分配落）

104.73
103.99

（分配付）
（分配落）

103

平成24年 1月末日 3,707,926,770 85.03 85

2月末日 4,204,672,559 96.43 95

3月末日 4,302,850,065 98.68 98

4月末日 4,004,233,268 91.83 91

5月末日 3,481,696,390 79.85 80

6月末日 3,741,148,498 85.80 85

7月末日 3,538,836,260 81.16 79

8月末日 3,513,595,646 80.58 80

9月末日 3,628,860,532 83.22 82

10月末日 3,667,185,624 84.10 83
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11月末日 3,909,651,242 89.66 88

12月末日 4,406,898,064 101.06 99

平成25年 1月末日 4,799,609,981 110.07 110

 
②【分配の推移】

 １口当たりの分配金

第1計算期間 0円36銭

第2計算期間 0円54銭

第3計算期間 0円77銭

第4計算期間 2円08銭

第5計算期間 0円83銭

第6計算期間 0円78銭

第7計算期間 0円74銭
 

③【収益率の推移】
 収益率（％）

第1計算期間 13.00

第2計算期間 △13.70

第3計算期間 17.98

第4計算期間 △4.55

第5計算期間 △20.50

第6計算期間 1.66

第7計算期間 28.62

（注）「収益率」とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の
基準価額（分配落ちの額。以下「前期末基準価額」）を控除した額を前期末基準価額で除して得
た数に100を乗じて得た数。

 

（４）【設定及び解約の実績】
 設定口数 解約口数 発行済口数

第1計算期間 29,984,000 ― 29,984,000

第2計算期間 499,301,700 ― 529,285,700

第3計算期間 536,801,70099,614,914966,472,486

第4計算期間 ― 714,470,089252,002,397

第5計算期間 ― 208,397,07543,605,322

第6計算期間 ― ― 43,605,322

第7計算期間 ― ― 43,605,322

（注）解約口数は、交換口数を表示しております。
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［参考情報］

 

EDINET提出書類

三菱ＵＦＪ投信株式会社(E11518)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 9/33



第２【管理及び運営】
３【資産管理等の概要】
（１）【資産の評価】
＜訂正前＞
基準価額の
算出方法

基準価額＝信託財産の純資産総額÷受益権総口数
（略）
（注）「信託財産の純資産総額」とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を

除きます。）を法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価または一部償
却原価法により評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額をいい
ます。
（略）

（略）
＜訂正後＞
基準価額の
算出方法

基準価額＝信託財産の純資産総額÷受益権総口数
（略）
（注）「信託財産の純資産総額」とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を

除きます。）を法令および一般社団法人投資信託協会規則にしたがって時価または一
部償却原価法により評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額を
いいます。
（略）

 
（略）
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第３【ファンドの経理状況】

＜更新後＞

１　当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大

蔵省令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規

則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

２　当ファンドの計算期間は６ヵ月であるため、財務諸表は６ヵ月毎に作成しております。

３　当ファンドは、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、第 7 期計算期間（平成

24年7月17日から平成25年1月16日まで）の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受

けております。
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１【財務諸表】
ＭＡＸＩＳ Ｓ＆Ｐ三菱系企業群上場投信
（１）【貸借対照表】

（単位：円）

    
第 6 期

［ 平成24年7月16日現在 ］
第 7 期

［ 平成25年1月16日現在 ］

資産の部   

 流動資産   

  コール・ローン 73,469,391 63,646,317

  株式 3,515,698,200 4,507,110,550

  未収配当金 7,082,000 7,842,000

  未収利息 662 144

  流動資産合計 3,596,250,253 4,578,599,011

 資産合計 3,596,250,253 4,578,599,011

負債の部   

 流動負債   

  未払収益分配金 34,012,151 32,267,938

  未払受託者報酬 1,012,662 1,001,135

  未払委託者報酬 9,113,893 9,010,146

  その他未払費用 1,761,806 1,743,372

  流動負債合計 45,900,512 44,022,591

 負債合計 45,900,512 44,022,591

純資産の部   

 元本等   

  元本 ※1
  4,229,716,234

※1
  4,229,716,234

  剰余金   

   期末剰余金又は期末欠損金（△） ※2
  △679,366,493

※2
  304,860,186

   （分配準備積立金） 70,141 307,685

  元本等合計 3,550,349,741 4,534,576,420

 純資産合計 3,550,349,741 4,534,576,420

負債純資産合計 3,596,250,253 4,578,599,011
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（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

  
第 6 期

自 平成24年 1月17日
至 平成24年 7月16日

第 7 期
自 平成24年 7月17日
至 平成25年 1月16日

営業収益   

 受取配当金 45,987,120 44,289,200

 受取利息 17,300 18,293

 有価証券売買等損益 24,825,200 983,989,135

 その他収益 2,917 2,436

 営業収益合計 70,832,537 1,028,299,064

営業費用   

 受託者報酬 1,012,662 1,001,135

 委託者報酬 9,113,893 9,010,146

 その他費用 ※1
  1,809,390

※1
  1,793,166

 営業費用合計 11,935,945 11,804,447

営業利益 58,896,592 1,016,494,617

経常利益 58,896,592 1,016,494,617

当期純利益 58,896,592 1,016,494,617

一部交換に伴う当期純利益金額の分配額 － －

期首剰余金又は期首欠損金（△） △704,250,934 △679,366,493

分配金 ※2
  34,012,151

※2
  32,267,938

期末剰余金又は期末欠損金（△） △679,366,493 304,860,186
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 株式は移動平均法、株式以外の有価証券は個別法に基づき、以下の通り原則として時価で
評価しております。

  （1）金融商品取引所等に上場されている有価証券

金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として金融商品取引所等にお
ける最終相場で評価しております。

  （2）金融商品取引所等に上場されていない有価証券

当該有価証券については、原則として、日本証券業協会発表の店頭売買参考統計値
（平均値）等、および金融商品取引業者、銀行等の提示する価額（ただし、売気配相場
は使用しない）または価格提供会社の提供する価額のいずれかから入手した価額で評
価しております。

  （3）時価が入手できなかった有価証券

適正な評価額を入手できなかった場合または入手した評価額が時価と認定できな
い事由が認められた場合は、委託会社が忠実義務に基づいて合理的事由をもって時価
と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価
額で評価しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

 
 

第 6 期

［ 平成24年7月16日現在 ］

第 7 期

［ 平成25年1月16日現在 ］

    
※１期首元本額 4,229,716,234円 4,229,716,234円

 期中追加設定元本額 ― ―

 期中一部交換元本額

 

― ―

※２元本の欠損

純資産額が元本総額を下回っており、その差額でありま
す。

 

679,366,493円

 

―

 

３ 受益権の総数

 

43,605,322口 43,605,322口

４ １口当たり純資産額 81.42円 103.99円

 （100口当たり純資産額） （8,142円） （10,399円）
    
 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

第 6 期（自 平成24年1月17日　至 平成24年7月16日）

※１ その他費用

上場費用および商標使用料等を含んでおります。

 

 

※２ 分配金の計算過程  
 

 当期配当等収益額 A 46,007,337円

 分配準備積立金額 B 10,900円

 配当等収益合計額 C=A+B 46,018,237円

 経費 D 11,935,945円

 当ファンドの分配対象収益額 E=C-D 34,082,292円

 収益分配金金額 F 34,012,151円

 次期繰越金（分配準備積立金） G=E-F 70,141円

 当ファンドの期末残存口数 H 43,605,322口

 100口当たり分配金額 I=F/H*100 78円

 

第 7 期（自 平成24年7月17日　至 平成25年1月16日）

※１ その他費用

上場費用および商標使用料等を含んでおります。

  

※２ 分配金の計算過程  
 

 当期配当等収益額 A 44,309,929円

 分配準備積立金額 B 70,141円

 配当等収益合計額 C=A+B 44,380,070円

 経費 D 11,804,447円

 当ファンドの分配対象収益額 E=C-D 32,575,623円

 収益分配金金額 F 32,267,938円

 次期繰越金（分配準備積立金） G=E-F 307,685円

 当ファンドの期末残存口数 H 43,605,322口

 100口当たり分配金額 I=F/H*100 74円
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（金融商品に関する注記）

１　金融商品の状況に関する事項
 

区　分

第 6 期

（ 自 平成24年 1月17日

至 平成24年 7月16日 ）

第 7 期

（ 自 平成24年 7月17日

至 平成25年 1月16日 ）

１ 金融商品に対する取組
方針

当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する
法律」（昭和26年法律第198号）第２条第４項に定
める証券投資信託であり、有価証券等の金融商品へ
の投資を信託約款に定める「運用の基本方針」に基
づき行っております。

同　左

２ 金融商品の内容及び当
該金融商品に係るリス
ク

当ファンドは、株式を実質的な主要投資対象とし
ております。株式の投資に係る価格変動リスク等の
市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクに晒さ
れております。

同　左

３ 金融商品に係るリスク
管理体制

ファンドのコンセプトに応じて、適切にコント
ロールするため、委託会社では、運用部門において、
ファンドに含まれる各種投資リスクを常時把握しつ
つ、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲で
運用を行っております。

また、運用部門から独立した管理担当部署により
リスク運営状況のモニタリング等のリスク管理を
行っており、この結果は運用管理委員会等を通じて
運用部門にフィードバックされます。

同　左

 
２　金融商品の時価等に関する事項
 

区　分
第 6 期

［ 平成24年7月16日現在 ］

第 7 期

［ 平成25年1月16日現在 ］

１ 貸借対照表計上額、時
価及びその差額

時価で計上しているためその差額はありません。 同　左

２ 時価の算定方法 （1）有価証券

売買目的有価証券

（重要な会計方針に係る事項に関する注
記）に記載しております。

同　左

  （2）デリバティブ取引

該当事項はありません。

同　左

  （3）上記以外の金融商品

上記以外の金融商品（コールローン等）は、
短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似して
いることから、当該金融商品の帳簿価額を時価
としております。

同　左

３ 金融商品の時価等に関
する事項についての補
足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほ
か、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては
一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
条件等によった場合、当該価額が異なることもあり
ます。

同　左

 
（有価証券関係に関する注記）

売買目的有価証券

 第 6 期

［ 平成24年7月16日現在 ］

第 7 期

［ 平成25年1月16日現在 ］

種　類 当計算期間の損益に含まれた評価差額(円) 当計算期間の損益に含まれた評価差額(円)

株式 24,825,200 974,705,035

合計 24,825,200 974,705,035

 

（デリバティブ取引等関係に関する注記）

取引の時価等に関する事項

該当事項はありません。
 
（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

 

（４）【附属明細表】

 

第１　有価証券明細表

 

（１）株式
（単位：円）

 銘　　柄
株式数

評　価　額
備　考

コード 銘　柄　名 単　価 金　額

1871ピーエス三菱 5,400 606 3,272,400  

2503キリンホールディングス 266,000 1,032 274,512,000 

3864三菱製紙 94,000 89 8,366,000  

4182三菱瓦斯化学 124,000 519 64,356,000  

4188三菱ケミカルホールディングス 415,000 426 176,790,000 
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4611大日本塗料 41,000 154 6,314,000  

5020ＪＸホールディングス 687,900 504 346,701,600 

5201旭硝子 327,000 603 197,181,000 

5632三菱製鋼 40,000 171 6,840,000  

5711三菱マテリアル 362,000 289 104,618,000 

6331三菱化工機 18,000 160 2,880,000  

7011三菱重工業 930,000 478 444,540,000 

6503三菱電機 558,000 747 416,826,000 

7211三菱自動車工業 1,148,000 92 105,616,000 

7731ニコン 105,000 2,538 266,490,000 

9101日本郵船 469,000 214 100,366,000 

9301三菱倉庫 46,000 1,284 59,064,000  

3636三菱総合研究所 3,400 1,856 6,310,400  

7451三菱食品 6,100 2,324 14,176,400  

8058三菱商事 241,300 1,735 418,655,500 

8306三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 961,700 469 451,037,300 

8766東京海上ホールディングス 178,900 2,553 456,731,700 

8593三菱ＵＦＪリース 16,050 3,885 62,354,250  

8802三菱地所 248,000 2,069 513,112,000 

 合    計 7,291,750 ― 4,507,110,550 
 

（２）株式以外の有価証券

該当事項はありません。

第２　信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。

 

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

＜更新後＞
【純資産額計算書】

平成25年1月31日現在

（単位：円）

Ⅰ 資 産 総 額 4,833,055,440 

Ⅱ 負 債 総 額 33,445,459 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 4,799,609,981 

Ⅳ 発 行 済 口 数 43,605,322口

Ⅴ １口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ）
110.07

（ 100口当たり 11,007

 

）
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

（１）資本金の額等

＜訂正前＞

平成24年７月末現在、資本金は2,000百万円です。なお、発行可能株式総数は400,000株であり、124,098

株を発行済です。最近５年間における資本金の額の増減はありません。

＜訂正後＞

平成25年１月末現在、資本金は2,000百万円です。なお、発行可能株式総数は400,000株であり、124,098

株を発行済です。最近５年間における資本金の額の増減はありません。

 

（２）委託会社の機構

＜訂正前＞

（略）

ファンドの運用体制等は平成24年７月末現在のものであり、今後変更される可能性があります。

＜訂正後＞

（略）

ファンドの運用体制等は平成25年１月末現在のものであり、今後変更される可能性があります。

 

２【事業の内容及び営業の概況】

＜更新後＞

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託

の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用

業）等を行っています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。

平成25年１月31日現在における委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです。（親投資信託を

除きます。）

 

商品分類 本　数（本） 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 400 6,536,708

追加型公社債投資信託 18 570,784

単位型株式投資信託 7 19,628

単位型公社債投資信託 3 83,212

合　計 428 7,210,332

 

なお、純資産総額の金額については、百万円未満の端数を四捨五入して記載しておりますので、表中の

個々の数字の合計と合計欄の数字とは一致しないことがあります。
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３【委託会社等の経理状況】
＜更新後＞
（１） 財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について
委託会社である三菱ＵＦＪ投信株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は、「財務諸表等の用語、
様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下「財務諸表等規則」という。）第2
条の規定により、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令（平成19年内閣府令第52
号）」に基づき作成しております。
また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和52年大蔵
省令第38号）」（以下「中間財務諸表等規則」という。）第38条及び第57条の規定により、中間財務諸表
等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づき作成しております。
なお、財務諸表及び中間財務諸表に掲載している金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示し
ております。
 
（２） 監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第27期事業年度（自 平成23年4月1日 至 平
成24年3月31日）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。
また、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第28期事業年度に係る中間会計期間（自 平成
24年4月1日 至 平成24年9月30日）の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより中間監査
を受けております。
 
（第27期事業年度の財務諸表は省略）
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＜追加＞
中間財務諸表
(1)中間貸借対照表
 (単位：千円)
 第28期中間会計期間

(平成24年9月30日現在)
(資産の部)    
流動資産    
　現金及び預金   16,996,643
　有価証券   8,000,000
　前払費用   336,791
　未収入金   221,616
　未収委託者報酬   3,698,009
　未収収益   39,360
　繰延税金資産   374,925
　金銭の信託   30,000
　その他   27,966
流動資産合計   29,725,313
    
固定資産    
　有形固定資産    
　　建物  ※1 269,044
　　器具備品  ※1 174,256
　　土地   1,205,031
　　有形固定資産合計   1,648,332
無形固定資産    
　　電話加入権   15,822
　　ソフトウェア   874,592
　　ソフトウェア仮勘定   414,462
　　その他   9
　　無形固定資産合計   1,304,887
投資その他の資産    
　　投資有価証券   13,875,312
　　関係会社株式   320,136
　　長期性預金   5,500,000
　　長期差入保証金   831,857
　　繰延税金資産   297,670
　　その他   15,035
　　投資その他の資産合計   20,840,011
固定資産合計   23,793,231
資産合計   53,518,545
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 (単位：千円)
 第28期中間会計期間

(平成24年9月30日現在)
(負債の部)    
流動負債    
　預り金   66,078
　未払金    
　　未払収益分配金   33,785
　　未払償還金   1,070,895
　　未払手数料   1,435,205
　　その他未払金   72,465
　未払費用   1,101,885
　未払消費税等  ※2 104,706
　未払法人税等   1,639,933
　賞与引当金   561,000
　その他   314,314
流動負債合計   6,400,270
    
固定負債    
　退職給付引当金   120,928
　役員退職慰労引当金   53,934
　時効後支払損引当金   197,702
固定負債合計   372,564
負債合計   6,772,834
    
(純資産の部)    
株主資本    
　資本金   2,000,131
　資本剰余金    
　　資本準備金   222,096
　　資本剰余金合計   222,096
　利益剰余金    
　　利益準備金   342,589
　　その他利益剰余金    
　　　別途積立金   6,998,000
　　　繰越利益剰余金   36,823,991
　　利益剰余金合計   44,164,581
　株主資本合計   46,386,809
評価・換算差額等    
　その他有価証券
　評価差額金

  358,901

　評価・換算差額等合計   358,901
純資産合計   46,745,710
負債純資産合計   53,518,545
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(2)中間損益計算書
 (単位：千円)

 
第28期中間会計期間
（自 平成24年4月1日

     至 平成24年9月30日）
営業収益    
　委託者報酬   22,860,446
　投資顧問料   5,548
　その他営業収益   64,404
営業収益合計   22,930,399
営業費用    
　支払手数料   9,329,547
　広告宣伝費   253,610
　公告費   1,748
　調査費    
　　調査費   465,037
　　委託調査費   4,927,785
　事務委託費   118,017
　営業雑経費    
　　通信費   44,970
　　印刷費   216,082
　　協会費   19,981
　　諸会費   3,788
　　事務機器関連費   479,500
　　その他営業雑経費   8,157
営業費用合計   15,868,227
一般管理費    
　給料    
　　役員報酬   97,198
　　給料・手当   1,581,710
　　賞与引当金繰入   561,000
　福利厚生費   296,584
　交際費   11,132
　旅費交通費   66,127
　租税公課   57,963
　不動産賃借料   349,740
　退職給付費用   80,723
　役員退職慰労引当金繰入   7,838
　固定資産減価償却費  ※1 223,128
　諸経費   135,324
一般管理費合計   3,468,471
営業利益   3,593,700
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 (単位：千円)

 
第28期中間会計期間
（自 平成24年4月1日

     至 平成24年9月30日）
営業外収益    
　受取配当金   104,164
　有価証券利息   3,543
　受取利息   12,662
収益分配金等時効完成分   328,544
　その他   1,102
営業外収益合計   450,017
営業外費用    
　投資有価証券償還損   8,428
　時効後支払損引当金繰入   6,591
その他   46
営業外費用合計   15,067
経常利益   4,028,650
特別利益    
　投資有価証券売却益   141,172
特別利益合計   141,172
特別損失    
　投資有価証券売却損   32,155
特別損失合計   32,155
税引前中間純利益   4,137,667
法人税、住民税及び事業税   1,626,136
法人税等調整額   △30,367
法人税等合計   1,595,768
中間純利益   2,541,898
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(3)中間株主資本等変動計算書

 (単位：千円)

 第28期中間会計期間
（自 平成24年4月1日

     至 平成24年9月30日）
株主資本  
　資本金  
　　当期首残高 2,000,131
　　当中間期変動額  
　　　当中間期変動額合計 ―
　　当中間期末残高 2,000,131
　資本剰余金  
　　資本準備金  
　　　当期首残高 222,096
　　　当中間期変動額  
　　　　当中間期変動額合計 ―
　　　当中間期末残高 222,096
　　資本剰余金合計  
　　　当期首残高 222,096
　　　当中間期変動額  
　　　　当中間期変動額合計 ―
　　　当中間期末残高 222,096
　利益剰余金  
　　利益準備金  
　　　当期首残高 342,589
　　　当中間期変動額  
　　　　当中間期変動額合計 ―
　　　当中間期末残高 342,589
　　その他利益剰余金  
　　　別途積立金  
　　　　当期首残高 6,998,000
　　　　当中間期変動額  
　　　　　当中間期変動額合計 ―
　　　　当中間期末残高 6,998,000
　　　繰越利益剰余金  
　　　　当期首残高 36,863,331
　　　　当中間期変動額  
　　　　　剰余金の配当 △2,581,238
　　　　　中間純利益 2,541,898
　　　　　当中間期変動額合計 △39,339
　　　　当中間期末残高 36,823,991
　　利益剰余金合計  
　　　当期首残高 44,203,921
　　　当中間期変動額  
　　　　剰余金の配当 △2,581,238
　　　　中間純利益 2,541,898
　　　　当中間期変動額合計 △39,339
　　　当中間期末残高 44,164,581
　株主資本合計  
　　当期首残高 46,426,148
　　当中間期変動額  
　　　剰余金の配当 △2,581,238
　　　中間純利益 2,541,898
　　　当中間期変動額合計 △39,339
　　当中間期末残高 46,386,809
評価・換算差額等  
　その他有価証券評価差額金  
　　当期首残高 723,054
　　当中間期変動額  
　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △364,152
　　　当中間期変動額合計 △364,152
　　当中間期末残高 358,901
　評価・換算差額等合計  
　　当期首残高 723,054
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　　当中間期変動額  
　　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △364,152
　　　当中間期変動額合計 △364,152
　　当中間期末残高 358,901
純資産合計  
　当期首残高 47,149,203
　当中間期変動額  
　　剰余金の配当 △2,581,238
　　中間純利益 2,541,898
　　株主資本以外の項目の当中間期変動額(純額) △364,152
　　当中間期変動額合計 △403,492
　当中間期末残高 46,745,710
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[重要な会計方針]
1.有価証券の評価基準及び評価方法
(1)子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

(2)その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用しております。
時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

 
2.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産
定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、建物38年であります。

(2)無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用して
おります。

 
3.引当金の計上基準
(1)賞与引当金
従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(2)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、その発生年度の従業員の平均支払期間以内の一定の年数（8年）による定額法によ
り、翌事業年度より費用処理することとしております。
(3)役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

(4)時効後支払損引当金
時効成立のため利益計上した収益分配金及び償還金について、受益者からの今後の支払請求に備えるた
め、過去の支払実績に基づく将来の支払見込額を計上しております。

 
4.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。
 
5.その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
  (1)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
 

[会計方針の変更]
第28期中間会計期間
（自 平成24年4月1日
　　 至 平成24年9月30日）

（減価償却方法の変更）
当社は、法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成24年4月1日以後に取得した有形固定資産につ
いて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。
なお、この変更による当中間会計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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[注記事項]
（中間貸借対照表関係）
※1　有形固定資産の減価償却累計額

 
第28期中間会計期間

（平成24年9月30日現在）
建物 221,331千円

器具備品 322,980千円

 
※2　消費税等の取扱い　　

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、「未払消費税等」として表示しております。
 
（中間損益計算書関係）
※1　減価償却実施額

 
第28期中間会計期間
（自 平成24年4月1日
　　 至 平成24年9月30日）

有形固定資産 41,040千円

無形固定資産 182,088千円

 
（中間株主資本等変動計算書関係）
第28期中間会計期間（自 平成24年4月1日 至 平成24年9月30日）
1.  発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数　(株)

当中間会計期間
増加株式数　(株)

当中間会計期間
減少株式数　(株)

当中間会計期間末
株式数　(株)

発行済株式     
　普通株式 124,098 － － 124,098

合計 124,098 － － 124,098
 
2.  配当に関する事項
平成24年6月26日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

① 配当金の総額 2,581,238千円
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 20,800円
④ 基準日 平成24年3月31日
⑤ 効力発生日 平成24年6月27日

 
（金融商品関係）
第28期中間会計期間(平成24年9月30日現在)
　　金融商品の時価等に関する事項

平成24年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません
（（注２）参照）。
  中間貸借対照表計

上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 16,996,64316,996,643 －
(2)有価証券 8,000,0008,000,000 －
(3)未収委託者報酬 3,698,0093,698,009 －
(4)長期性預金 5,500,0005,506,492 6,492
(5)投資有価証券 13,875,31213,875,312 －
資産計 48,069,96548,076,457 6,492

(1)未払手数料 1,435,2051,435,205 －
(2)未払法人税等 1,639,9331,639,933 －
負債計 3,075,1393,075,139 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
　資　産
(1)現金及び預金、(2)有価証券、(3)未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。なお、有価証券はすべて短期決済される譲渡性預金であります。

(4)長期性預金
契約期間に基づく区分ごとに、新規に預金を行った場合に想定される預金金利で割り引いた現在価値

を算定しております。
(5)投資有価証券

上記の表中における投資有価証券はすべて投資信託であり、基準価額によっております。
　負　債
(1)未払手数料、(2)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

 
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（中間貸借対照表計上額38,900千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められるため、「(5) 投資有価証券」には含めておりません。
また、子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額 関係会社株式320,136千円）は、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。
 
（注３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。
 
（有価証券関係）
第28期中間会計期間（平成24年9月30日現在）
1.  子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額　関係会社株式320,136千円）は、市場価格がな
く、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。
 

2.  その他有価証券

 種類
中間貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額（千円）

中間貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

株式 － － －
債券 － － －
その他 6,899,973 6,184,088 715,884

小　　計 6,899,973 6,184,088 715,884
中間貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

株式 － － －
債券 － － －
その他 6,936,438 7,202,827 △266,389

小　　計 6,936,438 7,202,827 △266,389
合　　計 13,836,412 13,386,916 449,495

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額38,900千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と
認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 
（デリバティブ取引関係）
重要な取引はありません。
 
（セグメント情報等）
[セグメント情報]
第28期中間会計期間（自 平成24年4月1日 至 平成24年9月30日）
　当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 
[関連情報]
第28期中間会計期間（自 平成24年4月1日 至 平成24年9月30日）
1.  製品及びサービスごとの情報
　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、
記載を省略しております。

 
2.  地域ごとの情報
（1）営業収益

　　　　投資信託の受益者の情報を制度上把握していないため、記載を省略しております。
（2）有形固定資産

EDINET提出書類

三菱ＵＦＪ投信株式会社(E11518)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

28/33



　　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
 
3.  主要な顧客ごとの情報

投資信託の受益者の情報を制度上把握していないため、記載を省略しております。
 

 
[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報]
　　該当事項はありません。
 
[報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報]
　　該当事項はありません。
 
[報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報]
　　該当事項はありません。
 
（１株当たり情報）
　1株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第28期中間会計期間

（平成24年9月30日現在）
1株当たり純資産額 376,683.83円
(算定上の基礎)  
純資産の部の合計額（千円） 46,745,710
普通株式に係る中間期末の純資産額（千円） 46,745,710
1株当たり純資産額の算定に用いられた
中間期末の普通株式の数（株）

124,098

 
　1株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第28期中間会計期間
（自 平成24年4月1日

     至 平成24年9月30日）
1株当たり中間純利益金額 20,482.99円
(算定上の基礎)  
中間純利益金額（千円） 2,541,898
普通株主に帰属しない金額（千円） －
普通株式に係る中間純利益金額（千円） 2,541,898
普通株式の期中平均株式数（株） 124,098

(注)潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

（１）受託会社

＜訂正前＞

（略）

②資本金の額：324,279百万円（平成24年３月末現在）

（略）

＜訂正後＞

（略）

②資本金の額：324,279百万円（平成24年９月末現在）

（略）

 

（２）販売会社

＜更新後＞

①名称
②資本金の額

（平成24年９月末現在）
③事業の内容

ゴールドマン・サックス証券株
式会社

83,616百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

クレディ・スイス証券株式会社 78,100百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

ＪＰモルガン証券株式会社 50,275百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

ＵＢＳ証券株式会社 66,850百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

シティグループ証券株式会社 96,307百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

大和証券株式会社 100,000百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

ドイツ証券株式会社 72,728百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

野村證券株式会社 10,000百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

ＢＮＰパリバ証券株式会社 102,025百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

エービーエヌ・アムロ・クリア
リング証券株式会社

3,000百万円 金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。（平成25年３月11日現在）

メリルリンチ日本証券株式会社 119,440百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ
証券株式会社

62,100百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社

40,500百万円
金融商品取引法に定める第一種金融
商品取引業を営んでいます。

 

３【資本関係】

＜訂正前＞

委託会社と関係法人の主な資本関係は次の通りです。（平成24年７月末現在）

（略）

＜訂正後＞

委託会社と関係法人の主な資本関係は次の通りです。（平成25年１月末現在）

（略）
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成25年２月13日

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 投 信 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

 

あらた監査法人

 指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　柴 　毅　印

   

 指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　鶴田光夫　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているＭＡＸＩＳ Ｓ＆Ｐ三菱系企業群上場投信の平成24年７月17日から平成25年１月16日までの計算期間の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基

づき監査を実施することを求めている。 

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ＭＡＸＩＳ Ｓ＆Ｐ三菱系企業群上場投信の平成25年１月16日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する計算期

間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

三菱ＵＦＪ投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　　上

 

（注）上記は、委託会社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は委託

会社が別途保管しております。なお、財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

 

    次へ
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独立監査人の中間監査報告書
 
平成２４年１２月６日
 
三菱ＵＦＪ投信株式会社

取締役会　御中
 
 
有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

 
 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長島　拓也　　　印

    

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　信之　　　印

    

 

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられている三菱ＵＦＪ投信株式会社の平成２４年４月１日から平成

２５年３月３１日までの第２８期事業年度の中間会計期間（平成２４年４月１日から平成２４年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中

間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示

のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及

び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査

の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中

間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうか

の合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施するこ

とを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比

べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、

不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統

制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、三菱ＵＦＪ投信株式会社の平成２４年９月３０日現在の財政状態及び同日を

もって終了する中間会計期間（平成２４年４月１日から平成２４年９月３０日まで）の経営成績に関

する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

 
（注）上記は、委託会社が、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は委託会社が別途保管しております。
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